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○川越市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準等を定める条例 

平成24年12月21日 

条例第49号 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 介護予防認知症対応型通所介護（第３条の２―第12条の４） 

第３章 介護予防小規模多機能型居宅介護（第13条―第20条） 

第４章 介護予防認知症対応型共同生活介護（第21条―第27条） 

第５章 雑則（第28条・第29条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第115条

の12第２項第１号（法第115条の21において準用する法第70条の２第４項において準用

する場合を含む。第３条において同じ。）並びに第115条の14第１項及び第２項の規定に

基づき、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 指定地域密着型介護予防サービス 法第54条の２第１項に規定する指定地域密着型

介護予防サービスをいう。 

(2) 常勤換算方法 当該事業所の従業者の勤務延べ時間数を当該事業所において常勤の

従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従

業者の員数に換算する方法をいう。 

（指定地域密着型介護予防サービス事業者の申請者の基準） 

第３条 法第115条の12第２項第１号の条例で定める者は、法人である者とする。 

第２章 介護予防認知症対応型通所介護 
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（基本方針） 

第３条の２ 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対応型通所介護

（以下「指定介護予防認知症対応型通所介護」という。）の事業は、その認知症（法第５

条の２第１項に規定する認知症をいう。以下同じ。）である利用者（その者の認知症の原

因となる疾患が急性の状態にある者を除く。以下同じ。）が可能な限りその居宅において、

自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行う

ことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向

上を目指すものでなければならない。 

（令６条例18・追加） 

（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の従業者の員数等） 

第４条 単独型指定介護予防認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等（特別養護老人

ホーム（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の５に規定する特別養護老人ホーム

をいう。以下同じ。）、同法第20条の４に規定する養護老人ホーム、病院、診療所、介

護老人保健施設、介護医療院、社会福祉施設又は特定施設をいう。以下この項において同

じ。）に併設されていない事業所において行われる指定介護予防認知症対応型通所介護を

いう。）の事業を行う者及び併設型指定介護予防認知症対応型通所介護（特別養護老人ホ

ーム等に併設されている事業所において行われる指定介護予防認知症対応型通所介護を

いう。）の事業を行う者（以下「単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業

者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所」という。）ごとに置くべき従業者の員数は、次のとおりとする。 

(1) 生活相談員 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護（単独型・併設型

指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において行われる指定介護予防認知症対応

型通所介護をいう。以下同じ。）の提供日ごとに、当該単独型・併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護を提供している時間帯に生活相談員（専ら当該単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合

計数を当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護を提供している時間帯の

時間数で除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数 

(2) 看護師若しくは准看護師（以下この章において「看護職員」という。）又は介護職

員 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の単位ごとに、専ら当該単独

型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員が

１以上及び当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護を提供している時間
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帯に看護職員又は介護職員（いずれも専ら当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を当該単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護を提供している時間数で除して得た数が１

以上確保されるために必要と認められる数 

(3) 機能訓練指導員 １以上 

２ 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、単独型・併設型指定介護

予防認知症対応型通所介護の単位ごとに、前項第２号の看護職員又は介護職員を、常時１

人以上当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護に従事させなければならな

い。 

３ 第１項第２号の規定にかかわらず、同号の看護職員又は介護職員は、利用者の処遇に支

障がない場合は、他の単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の単位の看護職

員又は介護職員として従事することができるものとする。 

４ 前３項の単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の単位は、単独型・併設型

指定介護予防認知症対応型通所介護であってその提供が同時に１又は複数の利用者（当該

単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護事業者（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成18年厚生労働省令第34号。以下「指定地域密着型サービス基準」という。）第42

条第１項に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者をいう。以下同じ。）

の指定を併せて受け、かつ、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護（同項第１号に規定する単独型・併設型指定認

知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営

されている場合にあっては、当該事業所における単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護又は単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の利用者。以下この条において

同じ。）に対して一体的に行われるものをいい、その利用定員（当該単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業所において同時に単独型・併設型指定介護予防認知症

対応型通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。）を12人以下と

する。 

５ 第１項第３号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するた

めの訓練を行う能力を有する者とし、当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所の他の職務に従事することができるものとする。 

６ 第１項第１号の生活相談員又は同項第２号の看護職員若しくは介護職員のうち１人以
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上は、常勤でなければならない。 

７ 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、単独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護の事業と単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合については、川越市指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成24年条例第48号。以下「指定

地域密着型サービス基準条例」という。）第17条第１項から第18項までに規定する人員

に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなす

ことができる。 

（平30条例18・令６条例18・一部改正） 

（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者） 

第５条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所

の管理上支障がない場合は、当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業

所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとす

る。 

２ 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、適切な単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護を提供するために必要な知識及び経験を有す

る者であって、別に市長が定める研修を修了しているものでなければならない。 

（令６条例18・一部改正） 

（共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の従業者の員数等） 

第６条 指定認知症対応型共同生活介護事業所（指定地域密着型サービス基準第90条第１

項に規定する指定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。以下同じ。）若しくは指定介

護予防認知症対応型共同生活介護事業所（第21条第１項に規定する指定介護予防認知症

対応型共同生活介護事業所をいう。次条において同じ。）の居間若しくは食堂又は指定地

域密着型特定施設（指定地域密着型サービス基準第109条第１項に規定する指定地域密着

型特定施設をいう。次条及び第13条第６項において同じ。）若しくは指定地域密着型介

護老人福祉施設（指定地域密着型サービス基準第130条第１項に規定する指定地域密着型

介護老人福祉施設をいう。次条及び第13条第６項において同じ。）の食堂若しくは共同

生活室において、これらの事業所又は施設（第８条第１項において「本体事業所等」とい
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う。）の利用者、入居者又は入所者とともに行う指定介護予防認知症対応型通所介護（以

下「共用型指定介護予防認知症対応型通所介護」という。）の事業を行う者（以下「共用

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所」という。）に置くべき従業者の員数

は、当該利用者、当該入居者又は当該入所者の数と当該共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護の利用者（当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が共用型指定認

知症対応型通所介護事業者（指定地域密着型サービス基準第45条第１項に規定する共用

型指定認知症対応型通所介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、共

用型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と共用型指定認知症対応型通所介護（同項

に規定する共用型指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業

所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における共用型指定介護

予防認知症対応型通所介護又は共用型指定認知症対応型通所介護の利用者。次条において

同じ。）の数を合計した数について、第21条又は指定地域密着型サービス基準条例第31

条、第38条若しくは第44条の規定を満たすために必要な数以上とする。 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が共用型指定認知症対応型通所介護

事業者の指定を併せて受け、かつ、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と共

用型指定認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されてい

る場合については、指定地域密着型サービス基準条例第19条第１項に規定する人員に関

する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみなすことが

できる。 

（平27条例13・令３条例15・一部改正） 

（共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の利用定員） 

第７条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の利用定員（当該共用型指定介護

予防認知症対応型通所介護事業所において同時に共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。）は、指定認知症対応型共同

生活介護事業所又は指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所においては共同生活

住居（法第８条第20項又は法第８条の２第15項に規定する共同生活を営むべき住居をい

う。）ごとに、指定地域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設（ユニット

型指定地域密着型介護老人福祉施設（指定地域密着型サービス基準第158条に規定するユ

ニット型指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。以下この項において同じ。）を除く。）

においては施設ごとに１日当たり３人以下とし、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉
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施設においてはユニット（同条に規定するユニットをいう。）ごとに当該ユニット型指定

地域密着型介護老人福祉施設の入居者の数と当該共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護の利用者の数の合計が１日当たり12人以下となる数とする。 

（平27条例13・平28条例18・平30条例18・一部改正） 

（共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者） 

第８条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、

当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業

所、施設等の職務に従事することができるものとする。なお、共用型指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、他の本体事業所等の職務に従事することとし

ても差し支えない。 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、適切な共用型指定介護予

防認知症対応型通所介護を提供するために必要な知識及び経験を有する者であって、第５

条第２項に規定する市長が定める研修を修了しているものでなければならない。 

（令３条例15・令６条例18・一部改正） 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第９条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者（単独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業者及び共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者をいう。以下同

じ。）は、指定介護予防認知症対応型通所介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申

込者又はその家族に対し、規則で定める運営規程の概要、介護予防認知症対応型通所介護

従業者（第４条第１項又は第６条第１項の従業者をいう。以下同じ。）の勤務の体制その

他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付し

て説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。 

（令３条例15・一部改正） 

（提供拒否の禁止） 

第10条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、正当な理由がなく、指定介護予防

認知症対応型通所介護の提供を拒んではならない。 

（業務継続計画の策定等） 

第10条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、感染症又は非常災害の発生時
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において、利用者に対する指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を継続的に実施し、

及び非常時の体制で早期の業務の再開を図るための計画（以下この条において「業務継続

計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、介護予防認知症対応型通所介護従業者に

対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しな

ければならない。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、

必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

（令３条例15・追加） 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 

第10条の３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、当該指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を

講じなければならない。 

(1) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テ

レビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６

月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護予防認知症対応型通所介護従

業者に周知徹底を図ること。 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の

防止のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防認知症対応型通

所介護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に

実施すること。 

（令３条例15・追加） 

（秘密保持等） 

第11条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所（単独型・併設型指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所をいう。以下

同じ。）の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密

を漏らしてはならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、当該指定介護予防認知症対応型通所介護

事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家
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族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、サービス担当者会議（指定介護予防支援

等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第37号）第30条第９号に規定するサービ

ス担当者会議をいう。）等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、

利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得てお

かなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第12条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定介護予防認知

症対応型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市町村（特別区を含む。）、当該

利用者の家族、当該利用者に係る介護予防支援事業者（法第８条の２第16項に規定する

介護予防支援事業を行う者をいう。）等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採っ

た処置について記録しなければならない。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定介護予防認知症対応

型通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなけ

ればならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、規則で定める単独型・併設型指定介護予

防認知症対応型通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、第１項及び

第２項の規定に準じた必要な措置を講じなければならない。 

（平27条例13・一部改正） 

（虐待の防止） 

第12条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、虐待の発生又はその再発を防

止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止のための対策を

検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期

的に開催するとともに、その結果について、介護予防認知症対応型通所介護従業者に周

知徹底を図ること。 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止のための指針を

整備すること。 
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(3) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防認知症対応型通

所介護従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（令３条例15・追加） 

（指定介護予防認知症対応型通所介護の基本取扱方針） 

第12条の３ 指定介護予防認知症対応型通所介護は、利用者の介護予防に資するよう、そ

の目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、自らその提供する指定介護予防認知症対

応型通所介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対応型通所介護の提

供に当たり、利用者が可能な限り要介護状態とならないで自立した日常生活を営むことが

できるよう支援することを目的とするものであることを常に意識してサービスの提供に

当たらなければならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者がその有する能力を最大限に活用

することができるような方法によるサービスの提供に努めることとし、利用者が有する能

力を阻害する等の不適切なサービスの提供を行わないよう配慮しなければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対応型通所介護の提

供に当たり、利用者との意思疎通を十分に図ることその他の様々な方法により、利用者が

主体的に事業に参加するよう適切な働きかけに努めなければならない。 

（令６条例18・追加） 

（指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） 

第12条の４ 指定介護予防認知症対応型通所介護の方針は、第３条の２に規定する基本方

針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

(1) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利

用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

(2) 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、規則で定める方針 

（令６条例18・追加） 

第３章 介護予防小規模多機能型居宅介護 



10/22 

（従業者の員数等） 

第13条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防小規模多機能型居宅介護

（以下「指定介護予防小規模多機能型居宅介護」という。）の事業を行う者（以下「指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所」という。）ごとに置くべき指定介護予防小規

模多機能型居宅介護の提供に当たる従業者（以下「介護予防小規模多機能型居宅介護従業

者」という。）の員数は、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定介護予防小規模多機

能型居宅介護の提供に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業者については、常勤換

算方法で、通いサービス（登録者（指定介護予防小規模多機能型居宅介護を利用するため

に指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に登録を受けた者をいう。以下この章にお

いて同じ。）を指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に通わせて行う介護予防小規

模多機能型居宅介護をいう。以下この章において同じ。）の提供に当たる者をその利用者

（当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定小規模多機能型居宅介護事業

者（指定地域密着型サービス基準第63条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅介護

事業者をいう。以下この章において同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護の事業と指定小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基

準第62条に規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。以下この章において同じ。）

の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所に

おける指定介護予防小規模多機能型居宅介護又は指定小規模多機能型居宅介護の利用者。

以下この条及び第16条第２項において同じ。）の数が３又はその端数を増すごとに１以

上及び訪問サービス（介護予防小規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、

当該居宅において行う介護予防小規模多機能型居宅介護（第７項に規定する本体事業所で

ある指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該本体事業所に係る同項

に規定するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の居宅に

おいて行う指定介護予防小規模多機能型居宅介護を、同項に規定するサテライト型指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該サテライト型指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所に係る同項に規定する本体事業所及び当該本体事業所に係る他

の同項に規定するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の

居宅において行う指定介護予防小規模多機能型居宅介護を含む。）をいう。以下この章に

おいて同じ。）の提供に当たる者を１以上とし、夜間及び深夜の時間帯を通じて指定介護

予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業者に
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ついては、夜間及び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。）

をいう。第５項において同じ。）に当たる者を１以上及び宿直勤務に当たる者を当該宿直

勤務に必要な数以上とする。 

２ 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、推

定数による。 

３ 第１項の介護予防小規模多機能型居宅介護従業者のうち１以上の者は、常勤でなければ

ならない。 

４ 第１項の介護予防小規模多機能型居宅介護従業者のうち１以上の者は、看護師又は准看

護師でなければならない。 

５ 宿泊サービス（登録者を指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に宿泊させて行う

指定介護予防小規模多機能型居宅介護（第７項に規定する本体事業所である指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体事業所に係る同項に規定するサテラ

イト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の心身の状況を勘案し、その

処遇に支障がない場合に、当該登録者を当該本体事業所に宿泊させて行う指定介護予防小

規模多機能型居宅介護を含む。）をいう。以下この章において同じ。）の利用者がいない

場合であって、夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービスを提供するた

めに必要な連絡体制を整備しているときは、第１項の規定にかかわらず、夜間及び深夜の

時間帯を通じて夜間及び深夜の勤務並びに宿直勤務に当たる介護予防小規模多機能型居

宅介護従業者を置かないことができる。 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基準を満たす介護予

防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関する

基準を満たす従業者を置いているときは、同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機能

型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

当該指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等のいずれ

かが併設されている場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密

着型特定施設、指定地域密着型介護老人福祉施設、

指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設又は介護

医療院 

介護職員 

当該指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に掲げる施

設等のいずれかがある場合 

この表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設

されている場合の項の中欄に掲げる施設等、指定居

宅サービスの事業を行う事業所、指定定期巡回・随

看護師又は

准看護師 
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時対応型訪問介護看護事業所、指定地域密着型通所

介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事業所 

７ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定居宅サービス（法第41条

第１項に規定する指定居宅サービスをいう。）、指定地域密着型サービス（法第42条の

２第１項に規定する指定地域密着型サービスをいう。）、指定居宅介護支援（法第46条

第１項に規定する指定居宅介護支援をいう。）、指定介護予防サービス（法第53条第１

項に規定する指定介護予防サービスをいう。）、指定地域密着型介護予防サービス若しく

は指定介護予防支援（法第58条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。）の事業又

は介護保険施設（法第８条第25項に規定する介護保険施設をいう。）若しくは健康保険

法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）第26条の規定による改正前の法第48

条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設の運営（第21条第９項において「指

定居宅サービス事業等」という。）その他の保健医療又は福祉に関する事業について３年

以上の経験を有する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者又は指定看護小規模多

機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス基準第171条第１項に規定する指定看護

小規模多機能型居宅介護事業者をいう。）により設置される当該指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所以外の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所（同項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所を

いう。）であって当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に対して指定介護予防

小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの（以下この条及び次条第２項におい

て「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）

に置くべき訪問サービスの提供に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業者につい

ては、本体事業所の職員により当該サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所の登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、１人以上とすることができる。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業所において宿直勤務を行う介護予防

小規模多機能型居宅介護従業者又は看護小規模多機能型居宅介護従業者（指定地域密着型

サービス基準第171条第１項に規定する看護小規模多機能型居宅介護従業者をいう。）に

より当該サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適

切に行われると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務を行う介護予

防小規模多機能型居宅介護従業者を置かないことができる。 
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９ 第４項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

については、本体事業所の看護師又は准看護師により登録者の処遇が適切に行われると認

められるときは、看護師又は准看護師を置かないことができる。 

10 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る指定介護予防サービス

等（法第８条の２第16項に規定する指定介護予防サービス等をいう。以下同じ。）の利

用に係る計画及び介護予防小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援

専門員を置かなければならない。ただし、当該介護支援専門員は、利用者の処遇に支障が

ない場合は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は

当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する第６項の表の当該指定介護

予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている

場合の項の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

11 前項の介護支援専門員は、別に市長が定める研修を修了している者でなければならな

い。 

12 第10項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所については、本体事業所の介護支援専門員により当該サテライト型指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所の登録者に対して指定介護予防サービス等の利用に係る計画の

作成が適切に行われるときは、介護支援専門員に代えて、介護予防小規模多機能型居宅介

護計画の作成に専ら従事する前項の別に市長が定める研修を修了している者を置くこと

ができる。 

13 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定小規模多機能型居宅介護事業者の

指定を併せて受け、かつ、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業と指定小規模多機

能型居宅介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、

指定地域密着型サービス基準条例第23条第１項から第12項までに規定する人員に関する

基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなすことがで

きる。 

（平27条例13・平28条例18・平29条例８・平30条例18・令３条例15・令６条例18・

一部改正） 

（管理者） 

第14条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定介
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護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職

務に従事することができるものとする。 

２ 前項本文及び指定地域密着型サービス基準条例第60条第１項の規定にかかわらず、指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、サテライト型指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、本体事業所の管理者をもって充てる

ことができるものとする。 

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター（老人福祉法第

20条の２の２に規定する老人デイサービスセンターをいう。以下同じ。）、介護老人保

健施設、介護医療院、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所

（指定地域密着型サービス基準第173条に規定する指定複合型サービス事業所をいう。次

条において同じ。）、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者又は訪問介

護員等（介護福祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める者をいう。次条、第22

条第３項及び第23条において同じ。）として３年以上認知症である者の介護に従事した

経験を有する者であって、別に市長が定める研修を修了しているものでなければならない。 

（平27条例13・平30条例18・令３条例15・令６条例18・一部改正） 

（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者） 

第15条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、指定認知症対応型共同生活

介護事業所、指定複合型サービス事業所、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所等

の従業者若しくは訪問介護員等として認知症である者の介護に従事した経験を有する者

又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの経営に携わった経験を有する者であって、

別に市長が定める研修を修了しているものでなければならない。 

（平30条例18・一部改正） 

（登録定員及び利用定員） 

第16条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所は、その登録定員（登録者の数（当

該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定小規模多機能型居宅介護事業者の

指定を併せて受け、かつ、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業と指定小規模多機

能型居宅介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、

登録者の数及び指定地域密着型サービス基準条例第23条第１項に規定する登録者の数の

合計数）の上限をいう。以下この章において同じ。）を29人（サテライト型指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、18人）以下とする。 
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２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所は、次に掲げる範囲内において、通いサー

ビス及び宿泊サービスの利用定員（当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にお

けるサービスごとの１日当たりの利用者の数の上限をいう。以下この章において同じ。）

を定めるものとする。 

(1) 通いサービス 登録定員の２分の１から15人（登録定員が25人を超える指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては登録定員に応じて次の表に定める利用定

員、サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては12人）まで 

登録定員 利用定員 

26人又は27人 16人 

28人 17人 

29人 18人 

(2) 宿泊サービス 通いサービスの利用定員の３分の１から９人（サテライト型指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、６人）まで 

（平27条例13・一部改正） 

（宿泊室の基準） 

第17条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所には、宿泊室を設けなければならな

い。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の一の宿泊室の床面積は、7.43平方メート

ル以上としなければならない。 

（身体的拘束等の禁止） 

第18条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小規模多機能型居

宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等を行う場合には、その態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければ

ならない。 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果につ

いて、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 
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(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実

施すること。 

（令６条例18・一部改正） 

（準用） 

第19条 第９条から第12条の２まで（第12条第４項を除く。）の規定は、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護の事業について準用する。この場合において、第９条中「介護予防

認知症対応型通所介護従業者（第４条第１項又は第６条第１項の従業者をいう。以下同

じ。）」とあるのは「指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たる従業者（第

10条の２第２項、第10条の３第１号及び第３号並びに第12条の２第１号及び第３号にお

いて「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」という。）」と、第10条の２第２項、

第10条の３第１号及び第３号並びに第12条の２第１号及び第３号中「介護予防認知症対

応型通所介護従業者」とあるのは「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」と読み替え

るものとする。 

（平27条例13・令３条例15・一部改正） 

（介護） 

第20条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、その利用者に対して、利用者の

負担により、利用者の居宅又は当該サービスの拠点における介護予防小規模多機能型居宅

介護従業者以外の者による介護を受けさせてはならない。 

第４章 介護予防認知症対応型共同生活介護 

（従業者の員数等） 

第21条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対応型共同生活介護

（以下「指定介護予防認知症対応型共同生活介護」という。）の事業を行う者（以下「指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」という。）ごとに置くべき指定介護予

防認知症対応型共同生活介護の提供に当たる従業者（以下「介護従業者」という。）の員

数は、当該事業所を構成する共同生活住居（法第８条の２第15項に規定する共同生活を

営むべき住居をいう。以下同じ。）ごとに、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定介

護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たる介護従業者を、常勤換算方法で、当該共

同生活住居の利用者（当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者が指定認知症対

応型共同生活介護事業者（指定地域密着型サービス基準第90条第１項に規定する指定認
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知症対応型共同生活介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定介

護予防認知症対応型共同生活介護の事業と指定認知症対応型共同生活介護（指定地域密着

型サービス基準第89条に規定する指定認知症対応型共同生活介護をいう。以下同じ。）

の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所に

おける指定介護予防認知症対応型共同生活介護又は指定認知症対応型共同生活介護の利

用者。以下この条及び第24条第２項において同じ。）の数が３又はその端数を増すごと

に１以上とするほか、夜間及び深夜の時間帯を通じて１以上の介護従業者に夜間及び深夜

の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。）をいう。以下この項

において同じ。）を行わせるために必要な数以上とする。ただし、当該指定介護予防認知

症対応型共同生活介護事業所の有する共同生活住居の数が３である場合において、当該共

同生活住居が、全て同一の階において隣接し、介護従業者が円滑な利用者の状況把握及び

速やかな対応を行うことが可能な構造である場合であって、当該指定介護予防認知症対応

型共同生活介護事業者による安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保されていると認

められるときは、夜間及び深夜の時間帯に指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所

ごとに置くべき介護従業者の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通じて２以上の介護従業者

に夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上とすることができる。 

２ 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、推

定数による。 

３ 第１項の介護従業者のうち１以上の者は、常勤でなければならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に、指定小規模多機能型居宅介護事業所

が併設されている場合において、前３項に定める員数を満たす介護従業者を置くほか、指

定地域密着型サービス基準条例第23条に定める指定小規模多機能型居宅介護事業所の人

員に関する基準を満たす同条第１項に規定する小規模多機能型居宅介護従業者を置いて

いるときは、当該介護従業者は、当該小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事するこ

とができる。 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所ごとに、保健医療サービス又は福祉サービスの利用に係る計画の作成に関し知

識及び経験を有する者であって介護予防認知症対応型共同生活介護計画の作成を担当さ

せるのに適当と認められるものを専らその職務に従事する計画作成担当者としなければ

ならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所における他の職務に従事することができるものとする。 
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６ 前項の計画作成担当者は、別に市長が定める研修を修了している者でなければならない。 

７ 第５項の計画作成担当者のうち１以上の者は、介護支援専門員をもって充てなければな

らない。ただし、併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員との連携

を図ることにより当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の効果的な運営を

期待することができる場合であって、利用者の処遇に支障がないときは、これを置かない

ことができるものとする。 

８ 前項の介護支援専門員は、介護支援専門員でない他の計画作成担当者の職務を監督する

ものとする。 

９ 第７項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護

事業所（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所であって、指定居宅サービス事業

等その他の保健医療又は福祉に関する事業について３年以上の経験を有する指定介護予

防認知症対応型共同生活介護事業者により設置される当該指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所以外の指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所であって当該指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に対して指定介護予防認知症対応型共同生

活介護の提供に係る支援を行うもの（次条第２項において「本体事業所」という。）との

密接な連携の下に運営されるものをいう。次条第２項及び第24条第１項において同じ。）

については、介護支援専門員である計画作成担当者に代えて、第６項に規定する市長が定

める研修を修了している者を置くことができる。 

10 介護支援専門員でない計画作成担当者は、特別養護老人ホームの生活相談員や介護老

人保健施設の支援相談員その他の認知症である者の介護サービスに係る計画の作成に関

し実務経験を有すると認められる者をもって充てることができるものとする。 

11 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者が指定認知症対応型共同生活介護事業

者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業と指定認知

症対応型共同生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合に

ついては、指定地域密着型サービス基準条例第31条第１項から第10項までに規定する人

員に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみな

すことができる。 

（平27条例13・令３条例15・一部改正） 

（管理者） 

第22条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、共同生活住居の管理上支



19/22 

障がない場合は、当該共同生活住居の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務

に従事することができるものとする。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合は、サテライト型

指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所における共同生活住居の管理者は、本体事

業所における共同生活住居の管理者をもって充てることができる。 

３ 共同生活住居の管理者は、適切な指定介護予防認知症対応型共同生活介護を提供するた

めに必要な知識及び経験を有し、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護

老人保健施設、介護医療院、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介

護員等として、３年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であって、別に

市長が定める研修を修了しているものでなければならない。 

（平30条例18・令３条例15・令６条例18・一部改正） 

（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の代表者） 

第23条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の代表者は、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、指定認知症対応型共同生活

介護事業所等の従業者若しくは訪問介護員等として、認知症である者の介護に従事した経

験を有する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の経営に携

わった経験を有する者であって、別に市長が定める研修を修了しているものでなければな

らない。 

（平30条例18・一部改正） 

（共同生活住居及び居室の基準） 

第24条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所は、共同生活住居を有するものと

し、その数は１以上３以下（サテライト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所

にあっては、１又は２）とする。 

２ 共同生活住居は、その入居定員（当該共同生活住居において同時に指定介護予防認知症

対応型共同生活介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。）を５人以上

９人以下とし、居室を設けるものとする。 

３ 共同生活住居の一の居室の床面積は、7.43平方メートル以上としなければならない。 

（平27条例13・令３条例15・一部改正） 

（身体的拘束等の禁止） 

第25条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、指定介護予防認知症対応型共

同生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護する
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ため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等を行う場合には、その

態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけれ

ばならない。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果につ

いて、介護従業者その他の従業者に周知徹底を図ること。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(3) 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に

実施すること。 

（平30条例18・令３条例15・一部改正） 

（準用） 

第26条 第９条から第12条の２まで（第12条第４項を除く。）の規定は、指定介護予防認

知症対応型共同生活介護の事業について準用する。この場合において、第９条中「介護予

防認知症対応型通所介護従業者（第４条第１項又は第６条第１項の従業者をいう。以下同

じ。）」とあるのは「指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たる従業者（第

10条の２第２項、第10条の３第１号及び第３号並びに第12条の２第１号及び第３号にお

いて「介護従業者」という。）」と、第10条の２第２項、第10条の３第１号及び第３号

並びに第12条の２第１号及び第３号中「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とある

のは「介護従業者」と読み替えるものとする。 

（平27条例13・令３条例15・一部改正） 

（介護） 

第27条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、その利用者に対して、利用者

の負担により、当該共同生活住居における介護従業者以外の者による介護を受けさせては

ならない。 

第５章 雑則 

（本市の区域の外にある事業所の特例） 

第28条 本市の区域の外にある事業所について、当該事業所が、法第115条の12第２項第４

号の規定により当該事業所の所在地の市町村長（特別区の区長を含む。）の同意を得て同
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条第１項の申請をしたときは、当該所在地の市町村が条例で定める指定地域密着型介護予

防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を満たすことをもって、この条例で定め

る基準を満たしているものとみなす。 

（委任） 

第29条 この条例に定めるもののほか、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準については、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設

備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第36号）を参酌して規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 介護保険法施行令等の一部を改正する政令（平成18年政令第154号。以下「平成18年改

正令」という。）附則第３条の規定により指定介護予防認知症対応型通所介護事業者とみ

なされた者に係る第５条第２項及び第８条第２項の規定の適用については、第５条第２項

中「者であって、別に市長が定める研修を修了しているもの」とあるのは「者」と、第８

条第２項中「者であって、第５条第２項に規定する市長が定める研修を修了しているもの」

とあるのは「者」とする。 

３ 平成18年改正令附則第５条の規定により指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業

者とみなされた者が指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業を行う事業所であっ

て、平成18年４月１日以前から引き続き２を超える共同生活住居を有しているものは、

当分の間、第24条第１項の規定にかかわらず、当該共同生活住居を有することができる。 

４ 前２項に定めるもののほか、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準に関し必要な経過措置は、規則で定める。 

附 則（平成27年３月17日条例第13号） 

この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月18日条例第18号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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附 則（平成29年３月24日条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成30年３月20日条例第18号） 

この条例は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月23日条例第15号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和６年３月31日までの間にお

けるこの条例による改正後の川越市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準等を定める条例（以下「新条例」という。）第10条の２（新条例第

19条及び第26条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、新条例第10

条の２第１項中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、同条第２項

中「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、同条第３項中「行う」

とあるのは「行うよう努める」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

３ 施行日から令和６年３月31日までの間における新条例第10条の３（新条例第19条及び

第26条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、新条例第10条の３中

「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

４ 施行日から令和６年３月31日までの間における新条例第12条の２（新条例第19条及び

第26条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、新条例第12条の２中

「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

附 則（令和６年３月19日条例第18号） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日から令和７年３月31日までの間における改正後の第18条第３項の

規定の適用については、同項中「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」

とする。 

 


